
「生きる支援の関連施策」令和４年度取組状況と令和５年度実施計画

１．令和４年度各部局の事業数と評価

◎ 〇 △ ▲ × ― 評価不可

防災部 0 1 1 1 0 0 0 0 0 0

企画部 2 2 4 3 0 0 0 0 1 0

総務部 0 2 2 2 0 0 0 0 0 0

税務部 4 0 4 4 0 0 0 0 0 0

市民協働部 6 8 14 11 0 0 0 0 2 1

産業経済部 7 3 10 9 0 0 0 0 1 0

福祉部 25 15 40 33 6 1 0 0 0 0

健康医療部 21 8 29 23 4 0 0 0 2 0

こども部 13 19 32 31 1 0 0 0 0 0

建設部 0 3 3 2 0 1 0 0 0 0

都市計画部 2 0 2 2 0 0 0 0 0 0

消防本部 2 1 3 3 0 0 0 0 0 0

教育総務部 0 2 2 2 0 0 0 0 0 0

教育指導部 20 6 26 24 1 0 0 0 1 0

全部局 1 1 2 0 0 0 0 0 2 0
合計 103 71 174 150 12 2 0 0 9 1
割合 59.2% 40.8% 100% 86.2% 6.9% 1.1% 0.0% 0.0% 5.2% 0.6%

記号
◎ 80-100% 実行できて効果的に取り組めている
〇 50-79% 実行できたが課題はある
△ 20-49% 十分に実行できていない
▲ 1-19% ほとんど実行できていない
× 0% 実施なし
― 事業終了

 評価不可

資料９

新型コロナウイルス感染症の影響により実施できなかった

達成度

合計部局等 重点施策
「生きる」支援

取組（重点除く）

計画進捗評価（再掲）



２．令和５年度加古川市自殺対策計画進捗評価確認シート（抜粋）

基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

防
災
部

防災対策課 防災及び災害
関係事業

自然災害に対する諸対策として地域防災
計画の作成等を行い、総合的かつ計画
的な防災対策を推進する。

自殺総合対策大綱において、大規模災
害における被災者の心のケア支援事業
の充実・改善や、各種の生活上の不安
や悩みに対する相談や実務的な支援と
専門的な心のケアとの連携強化等の必
要性が謳われているため、加古川市地
域防災計画等において、災害発生後の
被災者等への心のケア対策を促進す

引き続き、地域防災計画
に、災害発生後の被災者
等への心のケア対策に関
することを記載。

なし 大規模な災害がなく、具
体的な行動の実行がな
かったが、実施計画の
内容を取り組める状態
である。

100% ◎

引き続き、地域
防災計画に、災
害発生後の被災
者等への心のケ
ア対策に関する
ことを記載。

3(2)
企
画
部

政策企画課
（市民健康課）

スマートシティ推
進事業

かこがわアプリにより市の情報や、緊急
時のお知らせを広く市民に周知する。

かこがわアプリの「重要なお知らせ」や
「加古川市役所からのトピックス」を活用
し、自殺対策にかかる相談窓口の周知
や、自殺予防週間等の周知を図る。

随時対応 かこがわアプリにてプッシュ通
知を実施。
回数：２回
対象者：かこがわアプリ全ユー
ザー

かこがわアプリのプッ
シュ通知機能を利用し、
こころや身体の健康に
関する相談先について
周知できた。

100% ◎

随時対応
※かこがわアプ
リについては、令
和５年12 月末ま
で運用予定

3(2)
企
画
部

広報・行政経
営課
（市民健康課）

広報事業 市民に行政の動向や市民生活に関係の
深い事項等を伝えるため、広報かこがわ
を作成する。また、ホームページやＳＮＳ
（フェイスブック、ツイッター）にて市民に
情報発信を行う。

「自殺対策強化月間」や「自殺予防週間」
等の機会に自殺対策の記事を掲載する
ことで住民への啓発を行う。

随時対応 広報かこがわ記事掲載：1回
SNS情報発信（市公式）：６回

広報やSNSでタイムリー
な情報発信ができた。引
き続き、自殺対策につい
て市民に周知が必要な
事項について、広報かこ
がわやＳＮＳなどを通し
て啓発を行う。

100% ◎

随時対応

企
画
部

広報・行政経
営課

市長定例記者
会見

市長自らが、行政施策の発表を行うこと
により、新聞等のメディアを通じて行政事
業を効果的に発信する。

「自殺対策」に関する具体的な取組があ
る場合は、記者会見で発表することによ
り市民に対し施策の周知、理解の促進を
図る。

継続実施 実施回数：０回 記者会見で発表する具
体的な取組みがなかっ
たものと考える。なお、
発表案件は毎回庁内募
集をしている。

100% ◎

随時対応

総
務
部

職員課 職員研修事業 職員研修を実施する。
・新規採用職員研修②
・一般研修②
・一般研修③
・監督職員研修①
・管理職員研修①
・管理職員研修②

職員研修で実施しているメンタルヘルス
に関する研修により、職員のメンタル不
調を未然に防ぐ。

継続実施 ・新規採用職員研修②：35人
・一般研修②：44人
・一般研修③：43人
・監督職員研修①：23人
・管理職員研修①：26人
・管理職員研修②：17人

各階層別研修におい
て、メンタルヘルスに関
する理解の促進が図ら
れた。 100% ◎

継続実施

総
務
部

職員課 職員研修事業 人権研修 様々な人権課題への認識を深め、一人
ひとりを大切にする意識や、人の心の痛
みを自分のものとして捉える力の育成に
つなげる。
人権侵害が人の命に関わる問題である
ことを認識し行動することができるよう研
修を行う。

継続実施 各部局で実施
23部局156グループ

全部局で年４回の研修
が実施されており、人権
に関する認識と理解の
促進が図られた。

100% ◎

継続実施

1(2)
税
務
部

市民税課 住民税の申告
相談及び減免
申請

住民税の申告相談及び減免等に関する
相談を行う。

住民税の申告や減免等に関する相談を
受けた際、生活面で深刻な問題を抱え、
生きることの包括的な支援が必要な市民
を発見し、適切な相談機関（窓口）へつな
げる。

課員に本計画と取組を周
知し、生きることの包括的
な支援が必要な市民を発
見した場合は、適切な相
談機関（窓口）へつなげる
ことを徹底する。

窓口において生活面で深刻な
問題を抱えている市民を発見
するには至らなかったが、課員
に本計画と取組を周知した。

窓口において生活面で
深刻な問題を抱えてい
る市民を発見するには
至らなかったが、課員に
本計画と取組を周知す
ることはできた。 100% ◎

課員に本計画と
取組を周知し、
生きることの包
括的な支援が必
要な市民を発見
した場合は、適
切な相談機関
（窓口）へつなげ
ることを徹底す
る。
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

1(2)
税
務
部

資産税課 固定資産税の
税務相談及び
減免申請

固定資産税の課税内容や減免等に関す
る相談を行う。

固定資産税の課税内容や減免等に関す
る相談を受けた際、生活面で深刻な問題
を抱え、生きることの包括的な支援が必
要な市民を発見し、適切な相談機関（窓
口）へつなげる。

固定資産税の課税内容や
減免等に関する相談を受
けた際、生活面で深刻な
問題を抱え、生きることの
包括的な支援が必要な市
民を発見し、適切な相談
機関（窓口）へつなげる。

窓口において生活面で深刻な
問題を抱えている市民を発見
するには至らなかったが、課員
に本計画と取組を周知した。

実際、対象者はいな
かったが、引き続き、取
り組みを継続していく。

100% ◎

固定資産税の課
税内容や減免等
に関する相談を
受けた際、生活
面で深刻な問題
を抱え、生きるこ
との包括的な支
援が必要な市民
を発見し、適切な
相談機関（窓口）
へつなげる。

1(2)
税
務
部

収税課 納税相談 市税滞納者に対する納税相談を行う。 納期限までに納税できない市民は、生活
面で深刻な問題を抱えている可能性が
あるため、納税相談を通じて問題を察知
し、適切な相談機関（窓口）へつなげる。

随時対応 随時対応 納付が困難な方へは、
生活状況を聞き取ったう
えで、納付相談を実施
し、その中で適切な担当
窓口へ案内している。

100% ◎

随時対応

1(2)
税
務
部

債権管理課 納付相談 国民健康保険料、後期高齢者医療保険
料、介護保険料、保育所保育料の滞納
者に対する納付相談を行う。

納期限までに納付できない市民は、生活
面で深刻な問題を抱えている可能性が
あるため、納付相談を通じて問題を察知
し、適切な相談機関（窓口）へつなげる。

随時対応 随時対応 納付が困難な方へは、
生活状況を聞き取ったう
えで、納付相談を実施
し、その中で適切な担当
窓口へ案内している。

100% ◎

随時対応

市
民
協
働
部

人権文化セン
ター

人権ひろば 講演会を各公民館で実施し、人権課題に
ついて普及啓発を行う。

講演会に参加する市民への啓発の機会
になるため、講演会に参加する市民へ自
殺対策に関するリーフレットを配布する。

人権ひろば開催時にパン
フレットを配布予定。

人権ひろばを12回開催し、参
加者815人に配布。

市内12公民館で開催
し、参加者全員に啓発を
行った。

100% ◎

継続実施
各公民館にて年
1回、計12回の人
権ひろばを実施
予定

4（2）

市
民
協
働
部

人権文化セン
ター

人権相談事業 窓口や電話で人権相談に対応する。 人権課題について相談に応じ、適切な窓
口を案内する。

継続実施
人権相談のポスターを作
成し、市内各町内会・小中
学校・公民館等へ掲示を
依頼予定。

電話相談：129件
来館相談：23件
巡回人権相談：7件

相談件数は増加してお
り、不安や悩みの負担
軽減につながった。巡回
人権相談について、市
民への周知等が課題。

80% ◎

継続実施
人権相談のポス
ターを作成し、市
内各町内会・小
中学校・公民館
等へ掲示を依頼
する。

市
民
協
働
部

市民活動推進
課

多文化共生社
会事業

外国人のための日本語講座や日本語個
人指導により、外国人の日本語学習支援
に加え、外国人の居場所を提供する。

日本語講座等で学習する外国人に対し
て、自殺対策等に関するリーフレットを配
布する。

①外国人のための日本語
講座（44回コース）
②日本語個人指導（随時）
③多言語で表記された外
国人相談窓口等に関する
リーフレットを設置、配布
（随時）

①外国人のための日本語講座
開催数：44回
受講者数：23名
②日本語個人指導（随時）
受講者数：126名
③多言語で表記された外国人
相談窓口等に関するリーフレッ
トを設置、配布（随時）

外国人のための日本語
講座や日本語個人指導
を年間を通じて行い、外
国人の居場所づくりを行
うとともに、多言語で表
記された外国人相談窓
口等に関するリーフレッ
トを設置、配布した。ま
たSNSを使って多言語で
情報を発信するなど外
国人が孤独に陥らない
ように努めた。

80% ◎

①外国人のため
の日本語講座
（44回コース）
②日本語個人指
導（随時）
③多言語で表記
された外国人相
談窓口等に関す
るリーフレットを
設置、配布（随
時）
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

市
民
協
働
部

市民活動推進
課

男女共同参画
推進事業

男女共同参画施策の企画及び推進を行
う。
・男女共同参画に関する啓発イベント・講
座の開催
・関連図書や情報紙、ＳＮＳ等を通じた情
報提供

自分らしさや個性を発揮して活躍するこ
とをテーマにした各種セミナーを実施す
ることで、仕事や生活における将来への
不安、負担の払拭、軽減につなげる。
図書コーナーにおける関連書籍やＤＶＤ
の閲覧、貸出のほか、情報紙やＳＮＳ等
を活用した情報提供を通じ、自殺防止に
向けた意識啓発につなげる。
ワーク・ライフ・バランスのとれた働き方
を企業や市民に働きかけることで、職場
のメンタルヘルス向上と自殺リスクの軽
減につなげる。

継続実施
※図書貸出は、センター
移転に伴い令和3年度で
終了

セミナー19回　288人
WLBセミナー1回　5人

セミナーの開催や情報
誌等を活用した情報提
供を行い、自分らしく生
きる意識啓発につな
がった。

100% ◎

継続実施
※図書貸出は、
センター移転に
伴い令和3年度
で終了

市
民
協
働
部

市民活動推進
課

LGBTQ＋専門
相談

LGBTQ＋に該当する人々だけでなく、そ
の家族や友人、学校や職場の関係者な
どを対象に、性的指向、性自認、性表現
に関する様々な悩みや不安についての
専門相談を行う。

性的指向、性自認、性表現、セクシュア
ルハラスメント等に係る専門相談が受け
られる体制を整備することで、LGBTQ＋
の人々が抱える困難や生きづらさの解
消につなげる。

未定
（月１回電話相談
実施予定、随時
対面相談実施予
定）

4(2)

市
民
協
働
部

生活安全課 犯罪被害者等
支援事業

犯罪被害に遭われた人の相談を、ワンス
トップ窓口にて対応する。

ワンストップ窓口により、犯罪被害者等
が抱える様々な問題について相談に応
じ、適切な窓口の案内や必要な情報の
提供を行う。

随時対応 相談件数：３件 被害にあわれた方へス
ムーズな支援を行える
よう、関係部署の担当者
を対象に庁内学習会を
開催した。

100% ◎

随時対応

2(1)

市
民
協
働
部

生活安全課 犯罪被害者等
支援事業（職員
対象研修）

市役所内の関係課職員を対象に犯罪被
害者等支援に関する研修会を実施する。

市役所内で連携することにより、犯罪被
害者等が置かれている立場や抱える問
題についての理解を深めることで、相談
対応の向上を図る。

開催回数：1回
開催日：7月12日（火）
対象者：市役所内関係課
職員

開催回数：1回
開催日：7月12日（火）
対象者：市役所内関係課職員

関係機関の連携の確認
と相談の資質向上につ
ながった。

100% ◎

開催回数：1回
開催日：7月19日
（水）
対象者：市役所
内関係課職員

市
民
協
働
部

生活安全課 消費者保護対
策事業

地域密着型の啓発や見守りが可能であ
る消費者団体との連携を図る。

地域住民と行政とのつなぎ役としての機
能を果たすことで、消費生活に関する問
題を抱える人々の早期発見につなげる。

地域での啓発活動の継続 R４年4月から毎月、地域の高
齢者の見守りを兼ねた訪問活
動を実施した。

地域に密着した活動を
展開することで、地域住
民との絆を深めることが
できた。

100% ◎

地域での啓発活
動の継続

市
民
協
働
部

スポーツ・文化
課

スポーツイベン
ト実施事業

市内のスポーツイベントを実施する。 各スポーツイベント会場において、自殺
対策に関するリーフレットを設置すること
で、市民への啓発の機会とする。

新型コロナウイルス感染
症対策のうえ、イベントを
実施する予定であるた
め、取り組みを再開予定。

11月３日（木・祝）に開催した
「第10回加古川スポーツカーニ
バル」において、リーフレット等
を設置し、約230名に啓発し
た。

実行できた。市民健康
課と連携し、体験型健康
チェックコーナーを設置
することにより、より多く
の参加者に啓発するこ
とができた。

100% ◎

11月３日（金・
祝）開催予定の
「第11回加古川
スポーツカーニ
バル」において
実施予定。

4(2)

産
業
経
済
部

産業振興課 労働相談事業 労働相談員による賃金、解雇、職場の人
間関係等、労働に関する相談に対応す
る。

若年者・勤労者等への相談支援は、それ
自体が重要な生きる支援（自殺対策）で
あるため、広く市民へ周知し、相談支援
につなげる。また、自殺対策に関する
リーフレットを配布する。

毎月４回実施 ４４回（労働相談・就職活動個
別指導）

相談に対応することで自
殺対策に貢献できた。

100% ◎

毎月４回実施

4(5)

産
業
経
済
部

産業振興課 ＪＯＢフェア事業 ①新規学卒者②高校卒業見込み者③概
ね45歳までの方④就職活動を開始しよう
する方を対象とした合同企業説明会の開
催を委託する。

若年者・求職者への就労支援は、それ自
体が重要な生きる支援（自殺対策）であ
るため、広く市民へ周知し、若年者・求職
者の就職支援につなげる。また、自殺対
策に関するリーフレットを配布する。

実施数　２回 実施数　２回
参加数　49人

ＪＯＢフェアを開催し、就
職支援を行うことができ
た。

100% ◎

実施回数２回

新規事業のため評価対象外
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

産
業
経
済
部

産業振興課 若者勤労者奨
学金返還支援
事業

中小企業と大手企業の賃金格差の是正
と、若者勤労者の市内定着・転入の促進
を目的に、市内に居住し、中小企業に正
規雇用された方が返還する奨学金の一
部を補助する。

若年者への就労支援は、それ自体が重
要な生きる支援（自殺対策）であるため、
広く市民へ周知し、生活困窮のある家庭
の経済的負担の軽減を図る。
自殺対策に関するリーフレットを配布す
る。

申請件数327件 申請件数331件 アンケートでもほとんど
の申請者が奨学金返還
補助がとても役立ったと
回答し、経済的負担の
軽減がはかられた。

100% ◎

申請件数430件

1(1)
福
祉
部

高齢者・地域
福祉課

地域包括支援セ
ンター運営管理
事業（地域ケア
会議）

介護保険法の規定に基づき、平成18年
度から設置している地域包括支援セン
ターは、高齢者の相談業務の他、権利擁
護事業、介護予防、家族介護支援、ケア
マネジャーの支援等を実施している。

地域の高齢者が抱える問題や自殺リス
クの高い方の情報等を把握し、共有する
ことで、自殺対策のことも念頭において、
高齢者向け施策を展開する関係者間で
の連携関係の強化や、地域資源の連動
につなげる。

継続実施 開催数：75回
参加者数：487人

市内6箇所に設置してい
る地域包括支援セン
ターでは、専門職や関
係機関が自殺リスクの
高い方の情報を共有す
る地域ケア会議を年間
75回開催した。今後もこ
の事業を多面的に展開
し、関係者間での連携
の強化や、高齢者をは
じめとした地域の方々の
生きる支援を継続的に
行っていきたい。

80% ◎

継続実施

4(2)
福
祉
部

高齢者・地域
福祉課

総合相談・権利
擁護事業

権利擁護事業に関する成年後見人等相
談及び高齢者虐待防止の啓発を行う。

事業の中で当事者と接触する機会があ
れば、自殺のリスクが高い人の情報を
キャッチし、支援につなげる。
問題の種類を問わず総合的に相談を受
けることで、困難な状況に陥った高齢者
の情報を最初にキャッチできる窓口とな
る。

随時対応 地域包括支援センター相談件
数：41,462件

相談を通じて事案の発
見につながっており、引
き続き実施する。

80% ◎

随時対応

4(2)
福
祉
部

高齢者・地域
福祉課

民生委員活動
事業

厚生労働大臣の委嘱を受けた民生委員・
児童委員の活動が活性化し、地域住民
に対する相談や支援の充実を図るため
に活動助成及び事務局として様々な事務
を行う。あわせて、民生委員の推薦にあ
たる民生委員推せん会の事務局としての
事務を行う。

地域で困難を抱えている人に気づき、適
切な相談機関につなげる役割として機能
する。

随時対応 相談・支援件数：6,336件 ・地域住民の抱える課
題に対し、相談支援や
助言、関連機関への情
報提供を行い、課題の
解決を図った。
・地域住民の状況把握
に努め、課題の発見に
貢献した。

80% ◎

随時対応

2(1)
福
祉
部

生活福祉課 生活保護法施
行事務（生活保
護の相談）

相談面接、訪問面接、医療相談、扶助費
支給を行う。

ケースワーカーの相談技術の向上や必
要な機関へ連携する等の対応が取れる
よう、自殺対策に関する研修を行う。

職員研修として年１回実
施予定

職員研修として年7回実施 計画以上に実施でき
た。 100% ◎

職員研修として
年１回実施予定

4(2)
福
祉
部

生活福祉課 生活保護法施
行事務（生活保
護の相談）

相談面接、訪問面接、医療相談、扶助費
支給を行う。

生活保護の相談者や受給者は金銭的な
問題のほかに様々な問題を抱えている
ため、これら相談者各人（世帯）の問題
点を整理し、生活のためのアドバイス等
の実施や関係機関への引き継ぎを行う
ほか、生活保護受給世帯への訪問面
接、医療相談等により必要な支援を行
う。

随時対応 計画数：5,987回/年
実績数：6,424回/年

令和３年度は新型コロ
ナの影響により訪問活
動を一部自粛していた
が、令和４年度はそれも
解消し、計画以上に実
施できた。

100% ◎

随時対応

4(2)
福
祉
部

生活福祉課 生活困窮者自
立相談支援事
業（生活困窮の
相談）

相談員が、生活困窮に陥っている方の相
談に乗り、困っていることを一緒に解決し
ていく。利用できる制度の紹介や関係機
関へつないでいく。

生活困窮に陥っている方は金銭的な問
題のほかに様々な問題を抱えているた
め、これら相談者各人（世帯）の問題点
を整理し、生活のためのアドバイス等の
実施や関係機関への引き継ぎを行うこと
で、困窮状態の解消を図る。

随時対応 相談件数：718件
プラン作成件数：78件

計画通り実行できた。

100% ◎

随時対応
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

4(2)
福
祉
部

障がい者支援
課

加古川市障が
い者基幹相談
支援センターで
の相談

地域の相談支援の拠点として、障がいの
ある人が住み慣れた地域でいきいきと安
心して暮らせるよう、様々な悩みごとの相
談や制度の案内等総合的、専門的な相
談支援を行う。（社会福祉士、精神保健
福祉士や相談支援専門員等の専門資格
を持った職員が、障がいの種別や障害者
手帳の有無に関係なく対応する。）地域
の相談支援専門員と連携し、地域の相談
支援の質の向上を図る。

自殺の恐れがある場合には適切な窓口
へつないだり、関係機関と適切に連携す
る。
相談支援専門員が関わるケースにおい
ては、自殺対策が必要なケースも想定さ
れるため、市内の相談支援専門員につ
いては、相談支援の質の向上を図るた
めの連絡会議（基幹相談支援センターが
月１回開催）において、自殺企図がある
ケースへの対応を学ぶ機会を得ること
で、相談支援専門員のケース対応能力
の向上とともに、利用者への適切な支援
を可能とする。

随時対応 電話数：3,323件
来所数：535件
訪問数：356件

新型コロナウイルスの影
響で相談件数（電話
（428件減）、来所（14件
減）、訪問（109件増））は
減少している。
　訪問件数は増加して
いる一方で、電話及び
来所件数が減少してお
り、悩みを抱えている人
への気づきの機会が減
少しているため、自殺リ
スクの高い方に対する
支援を見逃さないように
する必要がある。

100% ◎

随時対応

4(2)
福
祉
部

障がい者支援
課

障害者福祉推
進事業（ピアカ
ウンセリング）

障がいを持つ当事者自身が、相談を受け
る障がい者と同じ立場で話合い、サポー
トすることで、自立した生活の援助を行
う。

相談を通じて本人や家族の負担軽減を
図る。

身体:44回
知的:12回
精神(随時:希望者予約制)

身体:44回
知的:12回
精神:6回

ピアカウンセリングの機
会を定期的に設けること
で、身体、知的、精神、
それぞれのピアカウンセ
リングにおいて、一定の
相談件数（実施回数程
度）があり、相談を通じ
た本人や家族の負担軽
減を図れた。
通常は対面による相談
を行っているが、新型コ
ロナウイルス感染防止
の観点から電話相談も
交えて実施した。

100% ◎

身体:44回
知的:12回
精神(随時:希望
者予約制)

1(1)
福
祉
部

障がい者支援
課

加古川市障害
者自立支援協
議会の設置

障害福祉の関係機関が相互の連絡を図
ることにより、地域における障がい者等
への支援体制に対する課題について情
報を共有し、関係機関等の連携の緊密
化を図るとともに、地域の実情に応じた
体制の整備について協議を行う。障がい
を理由とする差別を解消するための取組
に関する協議を行う。

課題解決が難しい困難事例等につい
て、関係機関の間で情報共有し、事例検
討を行う事で、必要な対策や支援を実施
する。

2回の開催を予定してい
る。

【障害者自立支援協議会】
開催数：2回
参加者数：延23人

障害福祉に関する関係
者による連携、支援の
体制強化の取組等につ
いての協議を行うことを
目的に、令和4年度は2
回開催した。各専門部
会での取組等を報告し、
情報共有と意見交換を
行った。

100% ◎

2回の開催を予
定している。

4(2)
福
祉
部

介護保険課 介護相談 窓口や電話で高齢者とその家族の悩み
ごとや介護保険等に関する総合相談に
対応する。

窓口や電話で介護にまつわる諸問題に
ついての相談機会の提供を通じて、家族
や本人が抱える様々な問題を察知し、支
援につなげる。

随時対応 随時対応 窓口や電話で介護にま
つわる諸問題について
の相談機会の提供を通
じて、家族や本人が抱え
る様々な問題を察知し、
支援につなげることがで
きた。

100% ◎

随時対応
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

健
康
医
療
部

地域医療課 献血事業 兵庫県赤十字血液センター姫路事業所
が行う献血の普及啓発等を行い献血事
業を推進する。(献血事業にかかる担当
者会議への出席)

献血会場付近において、自殺対策の啓
発を行う。

献血会場に市民健康課作
成のチラシやポップアップ
を毎回設置し、チラシの配
布部数を管理する。

ポップアップ、啓発ちらし・相談
先カード各30部設置

市役所前定期献血実施
時に啓発資材を設置し
た。（配付部数：相談先
カード１部） 100% ◎

継続実施

健
康
医
療
部

地域医療課 夜間休日応急
診療事業

東はりま夜間休日応急診療センターの運
営管理を行う。

救急や、夜間休日診療が必要となる方
の中には、精神疾患の急激な悪化や家
族の暴力等、自殺のリスクに関わる問題
を抱えているケースもあることが想定さ
れるため、再企図防止の観点から、自殺
未遂者や家族へ、相談先一覧や自殺対
策リーフレットを配布し、必要な支援先に
つなぐ等の支援を実施する。

夜間休日応急診療セン
ターの指定管理者へ相談
先カードの設置について
依頼する。

相談先一覧20部、相談先カー
ド90部、啓発ちらし30部、ポス
ター掲示

夜間休日応急診療セン
ターの指定管理者と調
整を図り、相談先カード
等を設置した。

100% ◎

継続依頼

1(1)

健
康
医
療
部

市民健康課 自殺対策連絡
会議・ワーキン
グチーム

保健、医療、福祉、教育、労働、その他の
関連施策と有機的な連携を図り、総合的
に自殺対策を実施するために関係各課と
情報や課題を共有する。

自殺対策関係課と連携を図ることで、自
殺のリスクを抱えた（抱え込みかねない）
人から相談を受けた場合に、適切な連携
を図る。
悩みを抱えた人と接する機会の多い自
殺対策関係課の職員と自殺の現状や自
殺対策の知識を共有する。
既遂ケースの事例検討をする等、自殺に
至る原因を軽減するための予防策につ
いても検討し、対応する職員のスキル
アップや、よりよい支援が行えるように努
める。

自殺対策連絡会議（１
回）、・ワーキングチーム
（必要時）実施予定

【自殺対策連絡会議】
６月９日（木）開催
参加者：20課26名
【ワーキングチーム】
３月14日（火）開催
参加者：20課23名

計画どおり実施すること
ができた。

100% ◎

【自殺対策連絡
会議】令和５年６
月 19日、10月２
日、11月６日、令
和６年２月９日計
４回。次期自殺
対策計画策定予
定。
【ワーキングチー
ム】令和５年９月
上旬予定

2(2)

健
康
医
療
部

市民健康課 こころのサポー
ター養成講座

悩んでいる人の心に寄り添いながら、話
を聴くことのできる技術を習得し、必要な
時に専門の医療機関等を紹介する支援
ができる人材（ゲートキーパー）を養成す
る講座を実施する。

こころのサポーター養成講座により、自
殺のリスクを抱えた（抱え込みかねない）
人から相談を受けた場合に、傾聴するこ
とや、適切な機関につなぐ等、気づき役
としての役割を担う人材を養成する。
養成講座修了生のうち、ゲートキーパー
として地域貢献の希望がある人へ、地域
において活動できる受け皿についても調
整をする。

２回1コースで9月以降に
開催予定。（対象数20名
程度）
1月にフォローアップ研修
として医師の講演を予定

【こころのサポーター養成】令
和４年９月26日・10月３日修了
者実16名
講師：大阪自殺防止センター深
尾泰氏
【フォローアップ研修】令和５年
１月21日受講者25名
講師NPO法人ゲートキーパー
支援センター竹内志津香氏

おおむね計画どおりに
進展した。
【こころのサポーター養
成】課題は新規参加者
がロールプレイなどの演
習をスムーズに取り組
めるよう配慮すること。
【フォローアップ研修】こ
ころのサポーターで学ん
だ基礎を振り返る機会と
なり、満足度も高い研修
が実施できた。

100% ◎

継続実施

3(2)

健
康
医
療
部

市民健康課 普及啓発事業 市役所各部局や、企業・医療機関・学校
等の関係機関を通じて、市民への相談窓
口の周知や、こころの問題についての周
囲の気づき等についての啓発を行う。

市役所各部局（人権文化センター、生活
安全課、産業振興課、生活福祉課、こど
も政策課、育児保健課、社会教育・ス
ポーツ振興課、青少年育成課、高齢者・
地域福祉課等）において相談窓口等でチ
ラシを設置・配布し、周知を図る。

ちらし類（相談者用4,600
部、相談者用約11,000
部）、相談先カード12,000
部を配布予定。庁内連携
により予防週間・強化月
間等に、配布等を行い積
極的に周知していように
進めていく。

庁内各部局、関係機関、医療
機関・薬局等において啓発ちら
しをはじめとする啓発媒体計約
23,000部を配付・設置し周知し
た。

計画どおり進展した。市
民や支援者が活用しな
がら相談先へのつなぎ
ができるよう、引き続き
普及していく。

80% ◎

啓発ちらし7,500
部、相談先カード
12,000部を配布
予定。庁内連携
により予防週間・
強化月間等に、
配布等を行い積
極的に周知して
いように進めて
いく。

健
康
医
療
部

国民健康保険
課

データヘルス計
画

特定健康診査やレセプト等のデータを分
析することで健康課題を明らかにし、健
康寿命の延伸と医療費適正化を目指し、
効果的・効率的な保健事業の方向性と実
施事業についての計画を策定し、推進す
る。

自殺の原因の一つである健康問題のリ
スクを減少させるため、生活習慣病の発
症や重症化を予防する。

継続実施 特定保健指導の充実や、訪
問・電話指導による受診勧奨な
どに取り組み、対象の生活に
寄り添った保健指導を行った。

適切に事業を実施でき
た。

100% ◎

継続実施（デー
タヘルス計画改
定予定）
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

1(2)

健
康
医
療
部

国民健康保険
課

一部負担金減
免

被災や失業等により一部負担金の支払
いが困難である方に対し、最大３か月間
の減額・免除・徴収猶予を行う。

当事者から状況の聞き取りを行い、必要
に応じて様々な支援機関につなげる等、
当事者と支援の接点となる。

随時対応 0 令和４年度は対象者が
いなかったが、対象者が
生じた際に対応できる態
勢は整えている。

100% ◎

随時対応

1(2)

健
康
医
療

部

国民健康保険
課

保険料の減免 被災や失業等により保険料の支払いが
困難である方に対し、減免を行う。

当事者から状況の聞き取りを行い、必要
に応じて様々な支援機関につなげる等、
当事者と支援の接点となる。

随時対応 若干数ではあるが、生活困窮
担当課等へ案内を行った。

適切に担当課等へ案内
を行うことができた。

100% ◎

随時対応

1(2)

健
康
医
療
部

医療助成年金
課

国民年金受付
事業

国民年金の届出、申請書、基礎年金裁
定請求書の受付、相談対応等を行う。

当事者から状況の聞き取りを行い、必要
に応じて様々な支援機関につなげる等、
当事者と支援の接点となる。

随時対応 支援が必要な方が来庁された
場合は、年金機構や関係課へ
案内する等、個別対応を行っ
た。

実行できた。今後も随時
対応ができるよう関係機
関の把握に努める。 100% ◎

随時対応

1(2）

健
康
医
療

部

医療助成年金
課

医療費助成事
業

医療費助成を受けるための相談や申請
の受付等を行う。

当事者から状況の聞き取りを行い、必要
に応じて様々な支援機関につなげる等、
当事者と支援の接点となる。

随時対応 相談を受けた場合は、当事者
から状況を聞き取り、関係課へ
案内する等、個別対応を行っ
た。

実行できた。今後も随時
対応ができるよう関係機
関の把握に努める。 100% ◎

随時対応

こ
ど
も
部

こども政策課 地域子育て支援
拠点事業

乳幼児とその保護者が気軽に交流できる
場所を開設し、子育てについての相談や
情報提供、助言等を行う。

育児不安を軽減するため、子育て中の
親子が一緒に遊び、気軽に交流できるこ
ども広場や、子育てサークルが自主的・
継続的に活動できるプレイルームにおい
て、様子が気になる保護者に対しては積
極的に声かけを行い、育児に関する相
談を受けたり、児童虐待や健康不良等に
対しては早期発見につながるよう他機関
との連携を図る。
利用者に対して自殺対策に関するリーフ
レットの配布・設置等行い、普及啓発を
行う。
【子育て大学】
子育てプラザにおいて、子育てに関する
ボランティアを養成し、子育て支援の場を
提供する。子育て支援のボランティアに
携わることで、高齢者にとっての生きが
いにつなげる。

令和3年度の取組を継続
して実施する。
子育てプラザでの子育て
相談を随時実施するととも
に、子育てに関するボラン
ティアを養成するため、子
育て大学を実施する。

子育てプラザにおいて、子育て
に対する不安や悩みに関する
相談を実施した。
令和4年度の相談件数：361件

【子育て大学】
子育て支援に関する講義や施
設見学等、合計10回の講座を
開催し、延べ48人の参加が
あった。

子育てプラザにおいて、子
育て支援業務の１つとし
て、随時、子育て相談を実
施している。子育てプラザ
のスタッフが施設利用者に
対し、積極的に声掛けを行
い、支援が必要な子どもや
保護者に関しては、関係機
関と連携して対応してい
る。
なお、子育て大学について
は、今後のボランティア活
動に意欲を示す方も複数名
いることから、事業の効果
は高いと考える。

80% ◎

令和4年度の取
組を継続して実
施する。
子育てプラザで
の子育て相談を
随時実施すると
ともに、子育てに
関するボランティ
アを養成するた
め、子育て大学
を実施する。

2(1)

こ
ど
も
部

こども政策課 ファミリーサポー
トセンター運営
事業

育児の援助を行いたい人と育児の援助
を受けたい人の会員組織化を行う。

育児の援助を行う会員に対する講座を
行い、地域で育児援助活動を行う人材を
増やす。また、会員に対して自殺対策に
関するリーフレットの配布等行い、普及
啓発を行う。
育児の援助を受けたい人と育児の援助
を受けたい人をつなぎ、地域における育
児援助活動を行うことで、子育ての負担
や悩みを軽減し地域における子育て支
援活動の推進を図る。

【提供会員養成講座】
開催数：2回(6月上旬、11
月中旬）
参加者数：各20名程度
参加者へ普及啓発ちらし
を配布

提供会員養成講座を６月上旬
と11月中旬の２回開催し、講座
参加者に普及啓発チラシを配
付。

６月：33人
11月：25人

提供会員養成講座を通
じて、自殺対策に関する
市の取組等について周
知を行った。（提供会員
は、子育てに奮闘する
母親をサポートしている
ため、悩んでいる母親に
寄り添いやすい立場に
あるため、周知する効果
は高いと考える。）

80% ◎

【提供会員養成
講座】
開催数：2回(6月
中旬、11月中旬）
参加者数：各30
名程度
参加者へ普及啓
発ちらしを配布
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

3(2)

こ
ど
も
部

こども政策課
（市民健康課）

かこたんガイド・
子育てアプリ

子育て世代に向けた情報誌・アプリを活
用し、幅広く市民に子育てについての情
報発信を行う。

情報誌やＳＮＳを通じて、子育て世代に
対する自殺対策にかかる相談先の周知
を行う。

市民健康課から随時依頼 【アプリ】
市民健康課からの依頼はな
かったが、アプリ「お知らせ」内
で情報を閲覧できる状態にして
いる。
【情報誌】
P75に掲載し、関係所属等にて
設置・配付している。

【アプリ】
アプリ「お知らせ」内を確
認しないとわからず、効
果的とは言えない。
【情報誌】
予定どおり、関係所属等
にて設置・配付してい
る。

50% 〇

【アプリ】
市民健康課から
依頼があれば、
その都度対応す
る。
【情報誌】
令和５年６月末
で設置・配付を
終了する予定。

こ
ど
も
部

家庭支援課 婦人相談員事
業

婦人相談員が女性の相談に応じるととも
に、配偶者等からの暴力（ＤＶ）による被
害者の保護や自立に関する支援、ＤＶの
根絶に向けた啓発を行う。

相談・援助において自殺が懸念される女
性を発見した場合に、専門の相談窓口
や医療機関等につなげる。

相談・援助において自殺
が懸念される女性を発見
した場合に、専門の相談
窓口や医療機関等につな
げる。

1,084件の相談を受けた。 相談・援助において自殺
が懸念される場合は適
切な相談窓口を案内し
た。

90% ◎

相談・援助にお
いて自殺が懸念
される女性を発
見した場合に、
専門の相談窓口
や医療機関等に
つなげる。

4(2)

こ
ど
も
部

家庭支援課 要保護児童相
談事業（家庭児
童相談）

相談・援助において自殺が懸念される保
護者や児童を発見した場合に、専門の相
談窓口や医療機関等につなげる。

家庭児童相談員等が家庭問題、虐待の
悩みについての相談に応じるとともに、
関係機関との緊密な連携を図りながら援
助支援を行う。

相談・援助において自殺
が懸念される女性を発見
した場合に、専門の相談
窓口や医療機関等につな
げる。

1,056件（うち児童虐待通告764
件）の相談を受けた。

家庭児童相談員等が家
庭問題、虐待の悩みに
ついての相談に応じると
ともに、関係機関との緊
密な連携を図りながら援
助支援を行うことができ
た。

90% ◎

相談・援助にお
いて自殺が懸念
される女性を発
見した場合に、
専門の相談窓口
や医療機関等に
つなげる。

こ
ど
も
部

家庭支援課 養育支援訪問
事業

養育困難家庭で支援が必要と認められ
る家庭に対し、ヘルパー並びに保健師等
を派遣し、家事、育児等の援助を行う。

ハイリスク家庭の保護者の肉体的・精神
的負担を軽減するとともに、相談・援助に
おいて自殺が懸念される保護者を発見し
た場合に、専門の相談窓口や医療機関
等につなげる。

ハイリスク家庭の保護者
の肉体的・精神的負担を
軽減するとともに、相談・
援助において自殺が懸念
される保護者を発見した
場合に、専門の相談窓口
や医療機関等につなげ
る。

保健師が22回家庭訪問を行っ
た。

相談・援助において自殺
が懸念される場合は適
切な相談窓口を案内し
た。

90% ◎

ハイリスク家庭
の保護者の肉体
的・精神的負担
を軽減するととも
に、相談・援助に
おいて自殺が懸
念される保護者
を発見した場合
に、専門の相談
窓口や医療機関
等につなげる。

こ
ど
も
部

育児保健課 「養育支援ネッ
ト」システム

養育上支援を必要とする家庭を早期に把
握しフォローしていくために、医療機関等
と連携し、家庭訪問等で支援を行う。

切れ目のない支援を行うことで、産後う
つ等に陥りやすい産婦の肉体的・精神的
負担の軽減を図る。

随時対応 産科145件
小児科62件

切れ目のない支援を実
施し、産後うつ等に陥り
やすい産婦の肉体的・
精神的負担の軽減を
図った。

100% ◎

随時対応

4(5)

こ
ど
も
部

育児保健課 乳児家庭全戸
訪問事業

生後４か月までの乳児のいるすべての家
庭を訪問し、子育てに関する情報の提供
並びに乳児及びその保護者の心身の状
況及び養育環境の把握を行うほか、養育
についての相談に応じ、助言その他の援
助を行う

訪問等で産後うつ病のスクリーニング（Ｅ
ＰＤＳ）を実施し、産後うつ病が疑われる
場合、早期に相談支援を行い、必要に応
じて医療機関の受診等につなげる。

全数把握に努める。 対象者1,746件のうち1,722件実
施。（98.6％）
未実施者については医療機関
や他自治体との連携により状
況把握に努めている。

前年度同様の実施率を
維持した。未実施者につ
いては医療機関や他自
治体との連携等により
未把握児はいない。

99% ◎

全数把握に努め
る。
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

こ
ど
も
部

育児保健課 産後ケア事業 家族等から十分な家事や育児などの援
助が得られない生後12ヶ月未満の母子
を対象とし、医療機関や助産所に委託
し、利用者に休養の機会を提供するとと
もに、心身のケアや育児サポート等のき
め細かい支援を行う。（宿泊型・デイサー
ビス型・アウトリーチ型）

切れ目のない支援を行うことで、産後う
つ等に陥りやすい産婦の肉体的・精神的
負担の軽減を図る。

随時対応 (１)宿泊型
利用者数：（実）1人（延）1人
日数：（延）3日
（２）デイサービス型
利用者数：（実）21人（延）29人
日数：（延）57日
（３）アウトリーチ型
利用者数：（実）7人（延）8人
日数：（延）23日

切れ目のない支援を行
うことで、産後うつ等に
陥りやすい産婦の肉体
的・精神的負担の軽減
を図った。
宿泊型を希望された方
の調整ができないことも
あった。

90% ◎

随時対応

4(2)

こ
ど
も
部

幼児保育課 保育の実施 公立・私立保育園及び認定こども園、地
域型保育事業所等による保育を実施す
る。

保育士が子育てに悩む保護者の手立て
となり、積極的支援を行う。
乳幼児期の保育を通して、子どもの心と
体の健やかな成長を促す。
育児不安を抱える保護者（保育者）との
愛着形成を促し、子どもの自尊感情を育
てる。

認可保育施設等７３園で
実施

認可保育施設等73園で実施 引き続き実施する。

80% ◎

認可保育施設等
73園で実施

こ
ど
も
部

幼児保育課 一時預かり事業 就労・疾病等で乳幼児の養育ができない
保護者に代わり、子どもの健やかな育成
を図る。

子どもの預かりと養育の機会は、保護者
や家庭の状況を知る機会となるため、保
護者や家庭が問題を抱えている場合に
は、必要な支援先につなぐ等、支援への
接点となる。

認可保育施設38園で実施 認可保育施設37園で実施 多くの施設で実施してい
るが、新型コロナウイル
スの影響もあり、受け入
れ数の少ない園が多く
見られた。

80% ◎

認可保育施設37
園で実施

こ
ど
も
部

幼児保育課 療育支援の実
施

発達障害のある子どもと保護者への支援
を行う。

保育を通して気になる子どもの対応に考
慮したり、関係機関と連携して保育を支
援する。
保護者の子育ての相談を受け、育児不
安を取り除く。

認可保育施設等４０園で
実施

認可保育施設等33園で実施
延べ利用者数179人

引き続き実施する。

80% ◎

認可保育施設等
40園で実施

こ
ど
も
部

こども療育セン
ター

外来療育の実
施

発達専門の小児科診療所として外来児
に診察・訓練等を実施する。

医師の指示に基づき、必要に応じて個別
プログラム（理学療法・作業療法・言語聴
覚療法・心理検査相談）を実施する。
訓練を通じて、毎日の生活をより快適に
過ごすことができるよう支援する。また、
日常生活での関わり方や周囲の支援に
ついて、保護者と一緒に考えていく。
育児不安を抱える保護者に対して、グ
ループ懇談や学習会を通じて積極的支
援を行う。

継続実施 個別プログラム
[理学療法]
1,902件
[作業療法]
1,381件
[言語聴覚療法]
1,512件
[心理検査相談]
1,743件

[障害児等療育支援事業7事業
（グループ懇談等）]
参加実人数72人
参加延人数254人
実施回数64回

新型コロナ感染症の防
止対策を徹底し事業を
継続できた。個別プログ
ラムについては、運動発
達の遅れ・言葉の遅れ・
行動面等での問題を抱
えている児に対し、適切
に療育の支援が実施で
きた。
グループ懇談等につい
ては、子どもへの関わり
方を学ぶことで育児不
安の軽減を図ること、保
護者同士が気持ちを共
有できる場として実施で
きた。

100% ◎

継続実施

こ
ど
も
部

こども療育セン
ター

通園療育の実
施

児童福祉施設として就学前の肢体不自
由児に診察・訓練・保育等を実施する。
（母子通園）

発達に応じた遊びを経験し、意欲や社会
性を育てる。
親子で遊ぶことで、母子関係を深め、母
親が子どもの興味・関心にそった関わり
が持てるように援助する。
育児不安を抱える保護者に対して、個別
面談等を通じて積極的支援を行う。

継続実施 [通園療育]
契約児数
肢体不自由児クラス13人、知
的・発達障がい児クラス16人
計29人
実施日数213日

新型コロナウイルス感染
症の感染防止対策を徹
底し、安全面を担保した
うえで、保護者に寄り添
い児の発達の支援や進
路先に向けてのフォロー
など年間を通じて実施で
きた

100% ◎

継続実施
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

こ
ど
も
部

こども療育セン
ター

地域支援の実
施

保育所等訪問支援事業、障害児相談支
援事業を実施する。

「保育所等訪問支援事業」では、子ども
たちが安心して集団生活を送るための適
切な環境を整えるため、訓練士等が保育
所や学校等を訪問し、園・学校の職員に
対して、助言指導を行う。「障害児相談支
援事業」では、子どもに合った総合的な
援助方針の立案や障害児支援利用計画
の作成等を行う。
保護者のニーズに基づき、関係機関と連
携しながら必要な支援・助言を行う。

継続実施 [保育所等訪問支援事業]
契約児数1名
訪問件数1件

[障害児相談支援事業]
実契約者数87名

[障害児等療育支援事業7事業
（施設支援）]
101件

障害児等療育支援事業
等も併せ、他の児童との
集団生活に対応するた
めに支援先職員に助言
や指導を通じて適切か
つ効果的な支援を行え
ている。
保護者のニーズに基づ
き、関係機関と連携しな
がら必要な支援・助言の
実施ができた。
施設支援については、
幼・保・小学校等の職員
に対し療育に関する助
言を行うことができた。

100% ◎

継続実施

建
設
部

道路保全課 道路管理に関す
る事務

道路使用の適正化指導に関する事務
（ホームレスへの対応等）を行う。

道路パトロール時において、ホームレス
等を発見した場合、速やかに福祉関係
部門へ情報提供を行う。

随時対応 実績なし 実績はなかったが、実
施計画の内容を取り組
める状態である。 100% ◎

継続実施

建
設
部

公園緑地課 公園・児童遊園
等の管理及び
設置に関する事
務

公園施設等の管理、維持補修、設置に
関する事務を行う。

関係機関職員による巡回等による対策
を行う。

令和5年度においても継
続して事業を行う。

他の事業に関連して随時巡回
を行った

他の業務に関連して随
時巡回は行ったが、夜
間、休日の巡回は困難
である。
(8時間/24時間≒30％)

30% △

令和5年度にお
いても継続して
事業を行う。

建
設
部

治水対策課 河川管理に関す
る事務

河川使用の適正化指導に関する事務
（ホームレスへの対応等）を行う。

河川パトロール時において、ホームレス
等を発見した場合、速やかに福祉関係
部門へ情報提供を行う。

河川パトロール時におい
て、ホームレス等を発見し
た場合、速やかに福祉関
係部門へ情報提供を行
う。

随時対応 河川パトロール時にお
いて、ホームレス等がい
ないか意識した行動が
できている。 100% ◎

河川パトロール時
において、ホーム
レス等を発見した
場合、速やかに福
祉関係部門へ情報
提供を行う。

4(5)

都
市
計
画
部

住宅政策課 市営住宅管理
事業

市営住宅の入退去管理、家賃収納等に
関する事務。

市営住宅の入居者や入居申込者は、低
所得等生活困窮者が多いため、自殺の
リスクが潜在的に高いと思われる住民に
対して、自殺予防に有効な接触機会とす
る。

随時対応 入居申込者数　13件
納付指導　600件
つなぎ数（福祉的機関へ）　2件

家賃滞納者への納付指
導の際に生活状況を確
認することなどにより自
殺リスクの確認に寄与
できたと考える。

100% ◎

随時対応

4(5)

都
市
計
画
部

住宅政策課 住生活基本計
画及び公営住
宅等長寿命化
計画策定事業

住生活基本計画及び公営住宅等長寿命
化計画の策定に向けた基礎調査の実施
や計画策定事務。

高齢・障がい・低所得等賃貸住宅入居に
配慮を要する人に向けた対策の検討及
び住生活全般における留意点の検討を
行う。生活困窮や低収入等、経済面で問
題を抱えている市民の需要と意識調査
に努める。

引き続き左記計画に基づ
きセーフティネット住宅に
対する施策を検討する。

左記計画に基づきセーフティ
ネット住宅に対する施策を検討
した。

住宅の確保に配慮を要
する方に対する賃貸住
宅に入居する際の支援
や入居後の居住にかか
る支援を検討した。

100% ◎

引き続き左記計
画に基づきセー
フティネット住宅
に対する施策を
検討する。

2（1）

消
防
本
部

救急課 高度救急事業 救急救命士の研修体制を充実するととも
に、医療機関等との連携強化を図る。

救急隊員研修のカリキュラムに、自殺未
遂者への対応要領を盛り込むことで、自
殺対策の重要性に関する意識の向上と
適切な対応技術の習得を図る。救命士
の研修において、市の自殺対策の取組
についての普及啓発を行う。

継続実施 【救急隊員研修】
（開催日）
令和４年12月12日
令和４年12月13日
（参加者数）
合計94名

自損による救急要請事
例を通じて、課題を検討
するとともに、研修オブ
ザーバーの医師から指
導と助言を受け、隊員の
知識の向上と共通認識
を持つことができた。

100% ◎

継続実施
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

消
防
本
部

救急課 応急手当普及
啓発事業

救命率の向上を図るため、ＡＥＤを用いた
心肺蘇生法など応急手当の普及啓発を
行います。

啓発用リーフレットの配布を通じて、地域
の支援機関等の資源について市民に情
報周知を図る。

随時依頼 講習実施回数114回
受講人数1,262人
※内訳
【一般講習】
35回/465人
【普通救命講習】
120回/2205人
【上級救命講習】
6回/59人
【普及員講習】
5回/47人

救急・救命講習等を通じ
て命の大切さを伝えるこ
とが出来た。

100% ◎

継続実施

4(3)

消
防
本
部

救急課 高度救急事業 救急救命士の再教育研修体制を充実す
るとともに、医療機関等との連携強化を
図る。

救命士の研修において、自殺未遂者へ
の対応要領を盛り込むことで、自殺対策
の重要性に関する意識の向上と適切な
対応技術の習得を図る。

随時派遣 （開催数）
年間を通して随時派遣
【三次病院派遣者数】
27人
【救急ワークステーション派遣
者数】
29人

院内における自損によ
る傷病者との関わり（接
遇等）を学ぶとともに、
医師の指導の下、処置
等をはじめとする現場対
応能力を向上させること
が出来た。

100% ◎

継続実施

教
育
総
務
部

学務課 就学に関する事
務

児童・生徒の就学に関する手続きを行
う。
・学齢簿の編成
・就学すべき学校の指定・変更

いじめ・不登校等の理由により配慮が必
要と認められる場合、保護者からの相談
に応じ、学校や関係機関と連携し、安心
して就学できる環境を確保する。

引き続き、保護者からの
相談に応じ、学校や関係
機関と連携し、安心して就
学できる環境を確保する。

随時対応 保護者からの相談に対
し、学校や関係機関と連
携しながら安心して就学
できる環境を確保するた
め、必要に応じて校区外
就学の許可を行った。

100% ◎

随時対応

教
育
総
務
部

学務課 就学援助事務 経済的理由や特別な事情（失業中、被災
等）により、就学困難な児童・生徒の保護
者に対し、給食費・学用品費等を援助す
る。

金銭的な悩みを抱えていることが自殺の
原因の一つとして考えられるため、経済
的理由により就学困難と認められる児
童・生徒の保護者に対し、就学に必要な
費用の一部を援助する。
就学援助の申請や制度内容の問い合わ
せ時に、保護者から子どもや生活状況に
ついて相談を受けた場合には、相談窓
口へ案内する等今後の支援につなげ
る。

引き続き、経済的理由や
特別な事情（失業中、被
災等）により、就学困難な
児童・生徒の保護者に対
し、就学援助を行う。

要保護・準要保護認定者
・小学校1,465人
・中学校818人

就学援助の申請があっ
た者のうち、受給資格に
該当する世帯に就学援
助を行った。制度の周知
については、全児童生
徒にチラシを配布してい
るが、チラシを見ていな
い保護者もいる。

90% ◎

継続実施

2(1)

教
育
指
導
部

社会教育課 児童クラブ運営
事業

就業等により昼間保護者のいない小学
校児童を放課後に小学校の専用教室な
どで受け入れ、児童クラブ職員（支援員
及び補助員）が、遊び及び生活の場を通
じて、その健全育成を図る。

児童クラブ職員は、悩みを抱えた子ども
や保護者について把握する機会がある
ため、必要な基幹へつなぐ等の対応が
取れるよう、児童クラブ職員への研修に
おいて、自殺対策に関するテーマの研修
を行う。またゲートキーパー養成研修の
受講を勧める。

引き続き、児童クラブ職員
への研修において意識啓
発を行っていきたい。

・子どもの様子等で普段と異な
る様子があれば、その都度、学
校等関係機関と連携を図るよ
う、研修時に周知を行った。
・一人ひとりの子どもの見せる
姿・行動への子ども理解と子ど
もへの関わり方について研修
を実施した。

児童クラブ職員への研
修において、意識啓発
を行った。

80% ◎

引き続き、児童ク
ラブ職員への研
修において意識
啓発を行ってい
きたい。

3(3)

教
育
指
導
部

社会教育課
（市民健康課）

成人式実施事
業

新成人を祝い、社会人としての自覚を促
すことを目的として、成人の日に式典を
開催する。

成人式会場において、自殺対策に関す
るリーフレット等を配布する。

継続実施 令和５年１月８日開催のはたち
の集い（旧成人式）の出席者に
相談先を記載した啓発ボール
ペン及びちらしを配付（各921
部）

予定通り実施できた。

100% ◎

令和６年１月７日
開催のはたちの
集いの出席者に
相談先を記載し
た啓発ボールペ
ン及びちらしを配
付（1,000部）
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

4(1)

教
育
指
導
部

社会教育課 高齢者大学 高齢者の生きがい活動の推進、仲間づく
り、生涯学習の場として、市内の12公民
館において実施している。

高齢者大学への参加により、学びの機
会の提供や仲間づくり等の生きがいづく
りを推進する。

参加数：1,000人
会場数：12会場

参加数：782人
会場数：12会場

各会場で年間スケ
ジュールに沿って概ね
実施できたが、参加者
の確保に対して課題は
残る。

79% 〇

参加数：800人
会場数：12会場

5(2)

教
育
指
導
部

学校教育課 心の絆プロジェ
クト事業

児童会、生徒会を中心にした心の絆を深
める自主的な活動を行い、望ましい人間
関係、居場所、集団づくりを推進する。

いじめ等の問題を未然に防止するため、
「心の絆宣言」をもとに、児童会・生徒会
を中心にした自主的な心の絆を深める活
動を行う。

継続実施 ・各校における心の絆宣言に
基づいた児童会生徒会活動の
実施
・児童会生徒会代表者ミーティ
ングの開催
・児童会・生徒会担当者会（年
２回開催）

コロナ禍により各校にお
ける取組は難しい部分
もあったが、参加人数や
場所、内容を工夫し可
能な範囲で取り組み、充
実したいじめ問題の未
然防止の取組が進めら
れている。

80% ◎

「いじめ防止啓
発事業」と統合
し、「『心の絆を
育む』ハートフル
推進事業」として
実施

教
育
指
導
部

学校教育課 未来を拓く学び
推進事業

教職員が協同的探究学習を核とした授
業改善を図り、「主体的・対話的で深い学
び」の実現を目指すことで、児童生徒の
思考力・判断力・表現力等を育成し、学
力向上につなげる。

協同的探究学習に基づいた学習の中
で、多様な考えに触れ、既有知識との関
連づけを図ることで、自分の考えを広げ
たり、深めたりすることにつなげる。さら
に、多様な考えを認め合う中で、自己肯
定感を育む。

・継続実施
・平岡北小学校（研究推進
校）研究発表会の開催
（R4.11.15）
・デジタル版「協同的探究
学習実践事例集」の作成

・継続実施
・学力向上推進委員会（年５回
開催）
・平岡北小学校（研究推進校）
研究発表会の開催（R4.11.15）
・鳩里小学校（実践協力校）で
の研究
・学力向上推進担当研修（年２
回開催）
・「協同的探究学習実践事例集
デジタル版」の作成

研究発表会や「実践事
例集デジタル版」によ
り、市内外に広く協同的
探究学習の理念に基づ
いた授業を発信すること
ができた。また、学力向
上推進委員会や担当者
研修会を通じて、多様な
考えを認め合い自己肯
定感を育む授業づくりを
進めることができた。

80% ◎

・継続実施
・研究推進校（志
方中学校）、実践
協力校（平岡南
中学校）による研
究授業
・デジタル版「協
同的探究学習実
践事例集」の充
実

教
育
指
導
部

学校教育課 学校園連携ユ
ニット推進事業

中学校区を一つの単位（ユニット）とし、そ
の地域の保育園、幼稚園、こども園、小
学校、中学校、さらには家庭や地域とも
相互に連携・協働しながら、連続した学び
や育ちに向けて事業を展開し、確かな学
力、豊かな心、健やかな体を育成する。

校種間での連携、家庭や地域との連携
により、地域総がかりで子どもたちを育
む体制づくりを進める。

継続実施 ・ユニット全体会ならびに幹事
会の開催
・各校区ユニット推進部会の開
催（平均3.3回）
・乗り入れ授業の実施
・授業公開、交流の実施
・学校園支援ボランティアの活
用（ボランティア活動参加延べ
人数71,844人）

コロナ禍により、地域な
らびに校種間の交流や
連携の実施が難しい状
況が続いたが、参加人
数や場所、内容を工夫
し可能な範囲で取り組
むことができた。

80% ◎

継続実施

2(1)

教
育
指
導
部

青少年育成課 学校生活適応
推進事業

児童生徒の学校適応感を高めるための
教職員研修を実施するとともに自殺予防
に資する啓発活動等を行う。

自殺予防に関わる教職員向け研修会を
開催する。

【自殺予防教育研修会】
開催数：１
対象者：小中学校教員
講師：阪中順子氏
【学校別自殺予防教育研
修会】
希望する学校２回程度

【自殺予防教育研修会】
開催数：１
参加者：50
対象者：小中学校教員
講師：阪中順子氏
【学校別自殺予防教育】
対象者：中学校３年生１校・小
学校５年生１校・教職員２校

相談行動（自殺予防）教
育は浸透し、さらに、具
体的な対応や授業の方
法を知るための学校別
研修会を希望する学校
が増えた。

100% ◎

【自殺予防教育
研修会】
開催数：１
対象者：小中学
校教員
講師：阪中順子
氏
【学校別自殺予
防教育研修会】
希望する学校４
回程度
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

5(2)

教
育
指
導
部

青少年育成課 学校生活適応
推進事業（子ど
ものサイン発見
チェックリスト）

アセス（学校環境適応感尺度）による市
内統一調査を行い、その結果を学級経営
や教育相談や面接に活かして、いじめや
不登校等の未然防止、早期発見を図る。
また自殺予防に資する啓発活動等を行
う。

「子どものサイン発見チェックリスト」を全
児童生徒の家庭に配布し、保護者が子
供の心のサインに気づけるよう支援す
る。

配布対象者：20,550人（小
中養児童生徒数）

配布対象者：20,550人（小中養
児童生徒数）

全児童生徒に配布し、
家庭で保護者に活用し
てもらう。

100% ◎

配布対象者：
20,550人（小中
養児童生徒数）

5(1)

教
育
指
導
部

青少年育成課 学校生活適応
推進事業

アセス（学校環境適応感尺度）による市
内統一調査を行い、その結果を学級経営
や教育相談や面接に活かして、いじめや
不登校等の未然防止、早期発見を図る。
また自殺予防に資する啓発活動等を行
う。

小学校４年生から中学校３年生に、自殺
予防に関する相談啓発ハンドブックを配
布する。
自殺予防に関わる教職員向け研修会の
開催及び子ども向け自殺予防プログラム
を実施する。
※令和元年より小学校４年生から５年生
に変更。

リーフレット各学校２種類
を使用し、小学校５年生か
ら中学校３年生で実施

全小中学校で実施。小５、小
６、中１、中２・３用の発達段階
に応じた４種類のリーフレット作
成。また、１枚のリーフレットで
２時間分の学習ができるように
内容を精選した。

リーフレットを活用した
授業も教師、児童・生徒
に浸透し、より発達段階
に応じた内容になるよう
に工夫して取り組む学
校が増えた。 100% ◎

リーフレットを各
学年ごとに作成
する。また、指導
計画を作成し、
それぞれの学年
で重きを置く内容
を明確にしたうえ
で授業を行える
ようにする。

教
育
指
導
部

少年自然の家 自然体験活動
指導事業

施設無料散策、キャンプ、工作機械体
験、天体観察等、野外活動や自然とのふ
れあい、宿泊体験を通して、子どもを心
身ともに健全に育む（有料）。

自然とふれあう機会をつくることにより、
青少年の生きる力を育む。
普段の生活ではふれあえない自然体験・
団体活動を通じて生きる力を育む。

施設無料散策8回
キャンプ7回
工作機械体験１回
天体観察３５回

施設無料散策８回
キャンプ８回
工作機械体験１回
天体観察４３回

新型コロナ感染症の影
響で、実施できないこと
もあったが、概ね実施で
きた。

80～100％
十分に実

行できてい
る

◎

施設無料散策８
回
キャンプ８回
工作機械体験１
回
天体観察４７回

4(1)

教
育
指
導
部

中央図書館 中央図書館管
理運営事業

住民の生涯学習の場としての読書環境
を充実する。
講演会・お話し会等の開催など 教育・文
化サービスを提供する。

学校に行きづらいと思っている子どもた
ちにとって、本を介した居場所となる。
本を読むことは多様な考え方を知り、生
きる喜びや心の安らぎを得ることが期待
できるため、資料提供や文化活動等の
読書啓発を進めることで、青少年から高
齢者まですべての人に生きる力を与える
ことができるように努める。

読書講演会・講座、おは
なし会等の文化的行事を
継続実施

市内4館（室）合計
【テーマ展示】
回数：268回
【成人向けイベント（講演会
等）】
開催数：48回　参加数：1,021人
【子ども向けイベント（お話し会
等）】
開催数：423回　参加数：6,370
人

社会集団への居づらさ
を感じている人たちに
とって、図書館は社会と
接点を持つ居場所に
なっている。また、テー
マ展示やイベントをきっ
かけに新しい分野の読
書の機会を提供すること
により、感情や思考の刺
激となり心の活力になっ
た。

95% ◎

継続実施

3(3)

教
育
指
導
部

図書館
（市民健康課）

中央図書館管
理運営事業

住民の生涯学習の場としての読書環境
を充実する。
講演会・お話し会等の開催など 教育・文
化サービスを提供する。

図書館を読書啓発活動の拠点とし、自殺
対策に関連する図書やその他資料を通
して住民に対する情報提供の場としての
取組を行う。特に自殺対策強化月間や
自殺予防週間等の際には特設コーナー
を設置する等、普及啓発を行う。

予防週間、強化月間にお
いてポスター、特設コー
ナーの設置等を継続実施

自殺予防週間・強化月間にお
いて市内の全図書館にてポス
ター及び特設コーナーを設置
し、関連図書の貸出も行った。

悩みを抱えやすい、自
殺対策強化月間や自殺
予防週間の時期に、図
書館の関連図書だけで
なく、ちらしやポスター掲
示なども合わせてコー
ナーを設置したことでよ
り効果的に啓発できた。

95% ◎

継続実施

健
康
医
療
部

市民健康課
（加古川健康
福祉事務所）

精神障害者地
域支援連絡会

警察・健康福祉事務所・加古川市担当者
会議

実施継続 警察・健康福祉事務所・加古川
市担当者会議（主催：加古川健
康福祉事務所。８回出席）

精神障害者や自殺未遂
者の支援について、庁
内関係課と警察、加古
川健康福祉事務所との
情報共有および事例検
討を行った。

100% ◎

実施継続
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基本施策
(重点取組) 部局 担当課 事業名 事業概要 生きる支援実施内容

令和４年度
実施計画

令和4年度
実績

令和4年度
実績に関する
担当課の評価

達成度
（％）

評価
記号

令和5年度
実施計画
（予定）

全
部
局

市役所内全部
局

相談の傾聴と、
相談機関への
連携

各種窓口等において、生きる支援を必要
とする市民からの相談を傾聴し、相談機
関への連携を行う。

継続して各部局において
取り組む

― ― ― ―
令和５年度アン
ケート調査にて
評価予定

全
部
局

市役所内各部
局

自殺未遂に関す
る相談への対応

自殺未遂に関する相談に対し、関係機
関と連携し、支援を行う。

令和５年度に評価 ― ― ― ―

次期計画策定に
伴い評価予定
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加古川市自殺対策計画　進捗評価確認シート 記入要領

内容

基本施策のＮＯ’となります。各施策の内容については下記の１～５のとおり。

重点取組として自殺対策計画中に記載している事業については番号を記載しています。

自殺対策計画の冊子 資料編Ｐ64～の生きる支援の関連施策一覧に記載している事業名

自殺対策計画の冊子 資料編Ｐ64～の生きる支援の関連施策一覧に記載している事業概要

自殺対策計画の冊子 資料編Ｐ64～の生きる支援の関連施策一覧に記載している生きる支援実施内
容

所属部に誤りがあれば、赤字で修正

所属名に誤りがあれば、赤字で修正

自殺対策計画の冊子、資料編Ｐ６４～の生きる支援の関連施策一覧中に記載のあるページ数

自殺対策計画の冊子、資料編Ｐ６４～の生きる支援の関連施策一覧の表のＮＯ’

令和３年度で進捗評価確認を行った際の報告内容です。

「事業概要」及び「生きる支援実施内容」について実施回数等の実績を記入。３月末までの実績が報告
できない場合は、報告が可能な時点の実績を記入（○月末現在と記入）
　※市民健康課で把握できる場合は内容を記載してありますので、加筆・修正をお願いします。

「生きる支援実施内容」について課題や効果などを含めた評価を記入。（以下①～③を参考）
①実行できたか、できなかったか。
②実行できた場合　…取組を継続する場合の課題。効果的に取り組めた内容。
③実行できなかった場合　…次年度に向けての課題。

「令和４年度　実績に関する担当課の評価」の内容を踏まえ、達成度を数値0～100％で記入。以下を
参考に記入。

 達成度     … 　　評価区分 ／ 評価記号(入力不要）

80～100%　…　　 実行できて効果的に取り組めている ／ ◎

50～79％　…　　 実行できたが課題はある ／ 〇

20～49％　…　　 十分に実行できていない ／ △

  1～19％　…     ほとんど実行できていない ／ ▲

　0％　　　　…     実施なし・事業終了 ／  ×

 実施不可　…     新型コロナウイルス感染症の影響により実施できなかった ／ 評価不可

※ 「 実施計画 ： 必要時、相談者を他の相談窓口へつなぐ。 」の評価について
　実績がない場合、「対象者が現れた時に、実施計画の内容を取り組める状態であるか」に対する評
価をお願いします。

次年度の実施予定について記入。日程、対象、人数等の内容が決まっているものは予定を記入。

（具体的に書きにくい場合は「随時対応」や「継続実施」「未定」などで結構です。）

終了する事業は「終了」と記入。

「令和５年度実施計画（予定）」及び「新規事業」で、積極的に取組を進めていきたい順位を記入（最大
３番まで）。

新たに「生きる支援」に関連する取り組みを実施する事業がある場合は、最後の行「追加事業」に記
入。行が足りない場合は行を追加してください。

達成度／評価記号

令和５年度実施計画
（予定）

取組の優先順位

新規記載する事業

Ｐ

一覧Ｎｏ’

令和４年度実施計画（予定）

令和４年度の実績

令和４年度実績に関する
担当課の評価

  １．地域におけるネットワークの強化
  ２．自殺対策を支える人材の育成
  ３．住民への啓発と周知
  ４．生きることの促進要因への支援及び阻害要因の減少
  ５．児童生徒のSOSの出し方に関する教育

部局

担当課

列の項目

基本施策ＮＯ’

重点

事業名

事業概要

生きる支援実施内容

※加古川市の自殺の現状
・加古川市の自殺者数はＲ２年39名、Ｒ３年42名、Ｒ４年50名（暫定値）と増加傾向にある。こ
れは新型コロナウイルス感染症流行の影響を受けていると考えられる。
・加古川市の自殺の特徴として、R２年以降50代男性や女性の自殺者が増加を続けている。
また、Ｒ４年は20歳未満女性・30代男女の自殺未遂者が増加傾向にあると分析している。
2017～2021年の５か年の分析からは「高齢者」「生活困窮者」「勤務・経営」の要素を踏まえ
た取組が求められている。
・全国や兵庫県では女性や中高年層に加えて、子ども・若者への取組強化が必要であると
分析しており、今後、加古川市の自殺予防対策の取組においても留意する必要がある。


